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ェ ． はじめに 

日本でほ，産学連携 は 活発になっており ，政府による 様々な産学連携推進施策を 受け。 大学は 

実用化を目指して ，企業との連携を 強化し。 研究成果の権 利化や技術移転活動を 積極的に推進している。 その 

一方で，大学と 企業の契約交渉において ，研究成果の 知的財産の取り 扱いが焦点となることも 多く，現場レベ 

ルでの混乱が 報告されている " 米国においても 知的財産の取り 扱いが産学連携の 契約交渉の長期化の 要因とな 

っているが。 解決のための 新しい取り組みも 始まっている。 本稿では。 米国の新しい 取り組みの 

オ ルニア大学バークレ 一校 ( ) ノフり e 鱗石 ず 七皿 e 阻七 0 ぎ軽 leC 七ぎ iCaI 冠れ 君王 れ ee ぎ エ %9 色 軽 Con め 睡 ter  Se え ㎝ ce  (DEEC 鴎 

を 中心に進められている ，特許を取得せずに 研究成果を広く 公開することや 大学が権 利化したとしても 

実施許諾 ( 叉 ㎝   ) を方針とするオープンな 産学連携プロジ ヱクト の事 

を 行 う 。 対象は す ke 工 ey  W 上ぎ e 工 eSS ぬを e ぎ ， Ce 穏 e ぎ f0 二 % ぎ o ず mation  騰 ch ぬ o&Wy  ㎏ sea す c れ 由を he 

1 ぬ ち ㏄ eSt o ざ Society と I ぬ ㎏エ .a 目就 であ る。 これらの事例研究を 行い。 日本の今後の 産学連携を効果的に 

進めていくためのインプリケーションを 考察する。 

2  ,  膝虹 k 。 え ey  f えオ e ㎏ s, 

2  一 1  概要 

L 丘 eless  貯 es ㊧ a す eh  Ce 皿 te 五 ⑭ WC)  ほ 。 ㈹ 年に開始された 飴沃 A の 賄 fo ね d プロジ ヱ クトを 前 

身とし。 ㈹ 鯛 年に UCR のり 持 CS 内に設立された 無線技術に関する 研究センタ一であ る。 

2 一 2  運用方法 

BW 簗 (C@ ま や an も ぇ R 王 Pa 七す 煥碁 e 硬も e ぎく P ユ湖 》， Assoc 五 % も e  胡 e 湊 

制度を採用している。 滞は捜 怒 C 設立時に参加し。 年間瀬 五 ドルの会 等を寄付の形で 提供する企業であ る。 

PlM は。 RWRC 設立後に参加して㈹と 同様に年間 ぬ万 ドル等を提供する 企業であ る。 なお 円 として参加でき 

る 企業は，後述の C まず 鱒 c 。 で い 。 才色 七 e  湖 e 魏も e ぎ @ こ 限定されてむ㍉ る 。 A ほ 年間 7.5 万ドル等を提供す 

る 企業であ る。 なお， 間 には，研究活動及び 成果に対するアクセスの 権 利が異なっている。 そ 

皿や NSF などの政府機関や 産業界の関係団体との 研究契約により 研究を進めている。 

2 一 3  研究成果の取り 扱い 

B 怒 c では，研究成果は 知的財産として 権 利化せずにいち 早く公開するというポリシーを 掲げ，活動方針 

(c ㎏ ぞ七 ㎝ ) において，特許を 取得するような 状況は稀であ ると明記している。 ただし，特許を 取得すること 

が必要と判断された 場合には大学のポリシ - に従うことも 併せて記載されている。 なお。 設立以来， B 

活動からは特許を 出願していないとい つ @ 
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研究成果は，研究成果発表会において 会員企業に公開し。 その半年後に C の w 。 h 上に迅速に公開するこ 

と @ こしている。 Ⅳ。 PAM は，研究員を WRC に常駐させる 権 利を有しており ， 日常的に B 冊 C の人材にアクセス 

できる。 憶は，研究成果の 発表会 ( 年 2 回 ) において成果にアクセスできる。 会員企業は 8 C での研究を最先 

端の研究から 自社での研究シーズを 見極めるための 探索研究と位置づけ ，いち早く成果にアクセスすること   

究 者や学生を採用できることがメリットとしている。 

3  Cen ㎏ す fo ず Informa 巳 on  Technology  宝 esea ぎ ch  血 the  仮 terest  of  Soc 縫 ty 

3 一 1  概要 

Ce 皿も e 耳ざ 0 ㌃ fn ぎ o ざ ℡ a 七 l0 ぬ Tec れ油 0logy esea ず ch  血議 e  № te ざ est  of  Soc 五 ety  (CIT Is) ほ 。 社会が直 

る重要かつ困難な 課題の解決に 向けて。 TT をどのよう @ こ 研究開発，応用するかについて ，ごだけでなく 様々 

な 分野の研究者，企業，行政，市民の 知恵を結集して 研究を行 う 場であ る。 c T 態 S はカリフォルニア 州政府 

が次世代経済の 基盤を築くために 創設した Cali ぎ 0 す ㎡ a Institute of Se ぇ ㎝ ce and rnnovation の 4 

に本拠を置き。 同大学の他の 3 キャンパスが 参加する研究センタ 一であ る。 カリフォルニア 州 

の 資金花年間 1 億ドルと民間からの 資金 1.7 億ドル ( 後述の会員企業の 会 (1 社 lR0 万ドル / 年 X4 年 ) を含む ) 

により 20 ㏄年に創設された。 

3 一 2  運用方法 

C は蛆 S  で は ， Found ㎞ gCo ぞ鉾 ra も e ),  乙 atinum  Co 鞭 ora 捷 Memh ㏄ 硬 C     Assonl% す eCo オ po ぎ are 

の 企業会員制度を 採用している。 

時に参加し，設立からの 4 年間にわたり 毎年 150 万ドルの会費等を 寄付の形で提供する 企業であ 

り 研究の方向性や 研究開発の進捗に 関してアドバイスを 行 う № st. れ虹 " A visory  Bo 酊 d  ㏄ M)  の メンバー 

ほ ， CITRIS 設立後に入った 企業であ り， F ㎝と同様に年間 150 万ドル等を提供する " 新しく PC 

となった企業 は ， TAR の承認を受けて ， IAB のメンバ一になる。 

は 。 基本的に同じ 権 利を有し ， c は TS 内にオフィスまたは 研究スペースを 確保し，研究員の 派遣 

や研究プロジェクトへの 参加の権 利を持つ。 CITHIS 内に拠点を確保し 大を派遣することで ，大学の研究に 早 

く アクセスでき ，研究者とも 密接な関係を 構築できる。 さらに，会員企業全体への 成果報告会とは 別に。 各 

FCM 。 P ㎝対して個別に 年に 1 日 ，成果の報告，学生を 紹介する等の 交流の場を提供する。 また。 CTTRTS の オ 

ンライン教育プロバラムの 教材にアクセスできる。 

ACM は年間 沌万 ドルの会費等を 提供ずる企業であ る " 会員限定の W 。 b サイトへのアクセスや 毎年開催され 

る研究成果発表会に 参加でき，さらに 定期的な研究の 進捗報告を受けることができる。 これらの権 利は， FCM 

は 全てもつことができる。 

その他に， C0I ヱ abo 鞄も ぇぬ g  C0 ゆ 0 す "te  Membe ず (CC ) という制度を 創設し ， C は薫 S と連携しているカリフォ 

ルニア大学の 他の研究センタ 一の参加企業も 参加できるようにしている。 

3 一 3  研究成果の取り 扱い 

CITRIS で は 。 牡血 C 蜂 ㎏ s a 卸 d Gui e2%nes',  Indust ㎡ 乙 I  Partic 蜂 ation  a ㎡ CTTKTS  ⑱ er.emh ㏄ 3 。 初 

おいて，研究成果は 広く速やかに 公開することとし ，実際に特許出願することは 稀であ ると明記し，基本的に 
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しないで方針で 活動している。 例外的に特許を 出願する状況 は ，カリフォルニア 州の資金を使用 

した施設での 発明，実用化の 観点から CTTRTS の Executive Comm れ tee と I 蔀の提案を受けたものや 研究のス 

ポンサーとの 契約上，出願する 必要があ る場合など一部であ る。 なお。 プロジェクトに 参加する会員企業 は 。 

特許化された 成果の無償の 通常実施 権 (No" Ⅰ xcl"s ぇ "eRoy"lty 卍托い甑 ㈹を取得できる。 また， CIT 

参加していない 企業にも同様の 条件で認める 方針となっている。 実施料の支払いを 求めるケースは 稀であ るが， 

の 提案を考慮して 決定されるとしている。 

4  % 

4 一ェ Lablet の概要 

インテル社は。 大学の研究者を 始め社覚の研究者とのネットワークを 強化するために。 2002 年より 目 

という小規模の 研究所を設立している。 L"bl 。 t では，既存の 事業領域から 離れ。 優れたアイデアや 破壊的な 

技術を生み出す 長期的。 将来的な研究やそれらのアプリケーションを 探索することを 目的に研究を 進めている。 

現在は，バークレⅠシアトル。 ピッツバーバ ( 以上米国 ), ケンブリッジ ( 英国 ) の 4 箇所設置している。 

み一 2  運用方法 

Lab 掩 屯の施設。 設備や人件費 は 全て同社が提供し " 研究 ほ ついては同社が 提供するが，一部政府の 

も活用して研究を 進めている。 L"hl 。 t. の設置の選考基準は ， 申 。 長期的なビジョンから 持つべき分野を 洗い 

出し，その分野のトップレベルの 研究者をピックアップ し ，その研究者が 所属する大学が 産業界との連 

続 があ るかも併せて 判断される。 

米国の 3 つの La 目 鵠を設立するに 当たり，各大学との 間で Op ㎝ Co Ⅰ ぇ a ぬす a も ぇ腱 esea ざ ch  Ag ぎ ee 抽 e 踵 t  (OC 

契約 ) を締結している。 0CR 契約でほ，連携方法として ，大学に研究を 委託するのではなく ，インテルと 大学 

の 研究者の共同研究を 原則とする。 この㏄ 契約の元で実施する 研究プロジェクトについては。 新しく契約を 

締結することなく。 2 ぺージ程度の 計画書で開始でき。 aSte 「 Ag ぎ <eemeri 七 としても 能 している。 また。 ㏄ 宝 

契約には教員がサバティカル。 リーブを取得して 数年間所長に 就任することも 含ま 

4 一 3  研究成果の取り 扱い 

ocR 契約では「知的 コ モンズ」という 概念を導入している。 これは 臆 蘇 という共同研究の 場において。 

研究成果については 特許を取得せず ，研究成果を 広く公開するという 原則であ る。 ここで は 研究に関して。 特 

許を気にせずに 自由に大学や 企業の研究者が 議論できる。 また大学の研究者 は プロジェクト 終了後。 大学にお 

い て自由に研究を 継続できる。 なお " 第三者が参加する 場合にもこの 原則が適用される。 研究成果の知的財産 

ほ ついてほ独占しないことを 原則としている。 また，同社が 関心のあ る領域のカリフォルニア 大学の特許 

た 成果 ) について通常実施権 を得ることができることも 記載されている。 

の中で特許を 取得しないとほ 記載していない。 これは， La い 醍の活動から ，偶然同社の 現在 

の事業領域に 入る成果が生まれた 場合や一部大学との 共有となる場合があ るからであ る。 そのため 

は 特許を取得する 際の手続きが 記載されており ，特許出願というオプションを 完全にほ放棄していない。 

しかし，インテル 関係者 は，ぬ鰻 et 内での研究成果は 同社として原則として 特許を取得ぜず。 特許による 

権 利化は肪 Ws ヒ e 榔の領域で行 うと 様々な所で表明し ， これまでは特許を 出願していないとしている。 
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4 一項 バークレー研究所 

バークレー研究所は Lable もの中で最初に 設立された研究所であ る。 インテルから 毬 人の研究者が 参加して 

免者で研究を 進めている。 運営に関しては ，アドバイザリー。 ボードを 設 しており。 ㎎ 8 の 

の 学部長や㏄ L 等がボードメンバーとなっている。 所長に就任する 教員は，完全に 大学からリーブすることが 

原則であ るが。 3 代目の現在の 所長は， ICR において代替者がいない 授業を受け持っており ，その授業につい 

ては大学では 非常勤の扱いで。 授業の分は給与を 受け取っている。 究 活動 は ， UCR と ニい et の間で共同研 

究 が進められ， ぬ let というインテルの 組織に所属していたとしても ， これまでの自分の 研究室の研究者と 

一緒に研究活動を 行 う ことができる。 

5 。 わが国の産学連携の 発展に向けて 

本稿 は 。 連邦政府資金による 大学の研究成果を 大学が権 利化することで ，大学の研究成果を 実用化に展開す 

るというバイ。 ドール法の双提に 当てほまちないオープンな 産学連携プロジェクトであ っても，産業界が 多額 

金を提供して 産学連携が進められることを 示している。 最初にこの仕組みの 成立要因を検討する " 

今回取り上げた 事例の研究分野はぽであ る。 は 技術変化が急速であ り，新製品のライフサイタノ ンカま哀く 。 

業界標準への 適合が必要となり ，ユ社の技術だけで 独占することが 難しいことから。 知的 

により技術の 専有性を確保することが 難しい分野であ る。 こうした技術分野では ，短期間の製品開発と 革新的 

な 製品を早期に 市場へ出し，市場を 主導することが 成功の となっている。 このようにイノベーションの スピ 

一ドが 要求される分野では。 本来イノベーションを 遣 するために行われた 大学の知的財産に 向けた取り細み 

がマイナスに 作用することが 起こり ぅる 。 企業は大学の 技術を独占することよりも ，知的財産に 関する衝突を 

回避して，オープンな 研究とすることで 契約を短期間で 締結して，研究に 着手できる。 

本稿の事例でぼ ，企業にとって 探索的で，アプリゲーションの 開拓を目的とする 競争前段階の 

いる " この種の研究は ，不確実性が 高く，可能性を 見極めるもので ることから複数の 企業が参加した 連携を 

めやすい。 しかし，複数企業が 参加する場合， そ (7) マネジメント 法 大変となる。 特に，知的財産に 取り扱い 

の 取り決めぼ困難なことが 多い。 こうした時に。 オープンな連携とすることで 取引コストの 増大を回避できる。 

こうして開始した 研究プロジェクトに 対して，参加企業は 研究員を派遣する 権 利を持ち。 教員と交流を 深め， 

いち早くアクセスすることができる。 そして，必要な 研究成果については 自社の 究 開発に展開して ，成果を 

自社で権 利化して新製品 " として市場に 出すことが可能となる。 また大学での 研究成果は迅速に 公開することで 

他社による権 利化を回避できる。 

上記のような 性格を有する 技術及び研究体制で 進める研究においては ，オープンな 連携とすることが 可能と 

いえる " 現在日本の大学は 知的財産の権 利化やその技術移転を 推進しているが ，大学は，知的 

すことを最も 重視するのではなく ，大学の研究のインパクトを 最大化することを 考えるべきであ る。 そして 大 

学は業界や技術により ，ケース。 バイ。 ケ 一ス で 柔軟な対応を 行い ， 様々な専門分野の 研究者を結集させ ，企業 

の 交流を促進し ，イノベーティブな 場を構築することが 必要となる。 
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